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令和４年第１回南島原市議会定例会　追加議案
通し番号

議案第27号 財産の処分について（旧深江学校給食センター）
総 務 部
管 財 契 約 課

議案第28号 令和４年度南島原市一般会計補正予算（第１号）
総 務 部
財 政 課

報告第3号
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定について）

農 林 水 産 部
水 産 課

報告第4号
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定について）

教 育 委 員 会
学 校 教 育 課

＊予定価格が２，０００万円以上のため、南島原市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第
３条の規定により、議会の議決を経ようとするもの。

＊補正予算（案）の概要があります。

＊地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２
項の規定により報告するもの。

＊地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２
項の規定により報告するもの。
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議案第 2 7号

財産の処分について (旧深江学校給食センター)

次のとおり財産を処分するため、南島原市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例 (平成 1、8年南島原市条例第 40 号) 第 3条の

規定に基づき、議会の議決を求める。

1 処分する財産の内容

施設の名称 旧深江学校給食センター
建
物

・ ・ .
.

.

所在地番 .南島原市深江町丁字一町掛 7・6 3 0番 2

構造及び延床面積

給食調理棟 鉄骨造 2階建 (一部地下) 7 7 6、 19 平方メー,トル
.
・車庫
・

木造亜鉛メッキ鋼板葺平屋建 3 0.0 0平方〆.」 トル

建物に附帯する設備}式

土地

所在地番 南島原市深江町丁字一町掛 7 6 3 0番 2

地目 宅地

. 面積 2,8 7 7.7 8 平方 メー トル

所在地番 南島原市深江町丁字一町掛 76 3 0番 4

地目 山林 (宅地見込)

面積 1
●
,4 9 3.0 0 平方 メー トル .

2 売払の方法 一般競争入札

3 ‘売払価格 4 2,6 0 0,0 0 0 円

4 契約の相手方



令和 4年 3月 17 日提出

南島原市長 松、本 政 博

提案理由

対象の建物及び土地の予定価格が 2,“000 万円以上であるため、南島原市

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 3条の規定

により、議会の議決を経る必要があるため。



議案第 2 8号

令禾ロ4年度南島原市一般会計補正予算 (第 1号)

令和 4年度南島原市の一般会計補正予算 (第 1号) は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)
第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 15 3,4 5 1千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

2 9, 7 2 5, 5 9.9 千 円 とす る。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1表歳入歳出予算補

正三」による。

令和 4年 3月 17 日提出

南島原市長 松 本 政 博



第 1 表 歳 入 歳 出 予 算ネ甫 正
歳 入 単位 :千円

款 項 補正前の額 補正額 , 計

15.国庫支出金 ・ 4,356,804 122,758 4,479,562

2. 国庫補助金 1,324,725 122,758 1,447,483

19‐繰入金 1,090,556 30,690 1,121,246

2‐基金繰入金 1,090,555 30,690 1,121,245

21. 諸収入 ・
「

247,493 3 247,496

5. 雑入 130,204 3 130,207

歳 入 合 計 29,572,148 153,451 29,725,599

ー 1 ー
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歳 出
- 款 項 - 補正前の額 補正額 計

6.農林水産業費
・

、
1,846,585 56,620 1,903,205

1‐農業費 1,603,824 ・、 38,520 1,642,3 ‘L4

3.水産業費 199,832 18,100 217,932

7. 商工費 664,362 96,831 761,193

1‐商工費 664,362 96,831 761,193

歳 出 A 計 29,572,148 153,451 29,725,599

単位 :千円



南島原市一般会計補正予算に関する説明書



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
1 総 括
(歳 入)

‐ 款 補正前の額 補正額 計

15.国庫支出金 4,356,804 122,758 4,479,562

19. 繰入金 1,090,556 30,690 1,121,246

21. 諸収入 247,493 3 247,496

歳 . . 入 合 計 29,572,148
・
153,451 29,725,599

単位 :千円

ー 1 ー



ー 2 ー

単位 :千円(歳 出)

款 補正前の額 補正額 ・計

補 正 額 の 財 源 内 訳
. ・

財 源
‐特 定

一 般 財源、
国県支出金 地 方 債 そ の ‐他

6.農林水産業費 1,846,585 56,620 1,903,205 45,296 0 0 11,324

7. 商工費 664,362 96,831 761,193 77,462 ‐ 0 3 19,366

歳 出 合 計 29,572,148 153,451 29,725,599 122,758 0 3 30,690



2 歳 入 ・

(款) 15国庫支出金 (項) 2 国庫補助金 単位 :千円

目 補正前の額 補 正 額 計
‐ 節

‐説 明
区 分 金 額

1.総務費国庫補助金 79,125 122,758 201,883 4. 新型コロナウイル

ス感染症対応地方
創生臨時交付金

122,758 財政課 122,758

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 122,758

計 1,324,725 122,758 1,空17,483

(款)19 繰入金 (項) 2基金繰入金
1‐財政調整基金繰入金 654,912 30,690 685,602 1.財政調整基金繰入

金
30,690 財政課 . 30,690

財政調整基金繰入金 30,690

計 1,090,555 30,690 1,121,245

(款) 21諸収入 (項) 5雑入
3‐雑 入 130,192 3 130,195 1. 雑入 3人事課 3

雇用保険料個人負担分 3
計 130,204 3 130,207 r

ー 3 ー
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3 歳 出
(款) 6. 農林水産業費 (項)1. 農業費 単位 :千円

目 補正前の額 補 正 額 .計

補 正 額 の 財 源 内 訳
節

事 業 説 明特 定 財 源 一般財源
区分 金額国県支出金 地方債 - そ の他

3.農業振興費 449,625 21,000 470,625 16,800

・

4,200 18.負担金補助及

び交付金
21,000 農業振興事業 21,000

農林課 21,000

南島原市事業応援支援金 21,000

5. 畜産業費 16,287 17,520 33,807 14,016

.

3,504 18.負担金補助及

び交付金
17,520 畜産振興支援事業 17,520

農林課 17,520

配合飼料価格安定制度加入補助金 17,520

計 1,603,824 38,520 1,642,344 30,816 7,704
、 ・

(款) 6. 農林水産業費 (項) 3. 水産業費

1.水産業振興費 76,113 18,100 94,213 14,480 3,620 18.負担金補助及

び交付金
18,100 水産業振興費 18,100

水産課 18,.100

南島原市事業応援支援金 18,100

計 199,832 18,100 217,932 14,480 3,620 」 ・

(款) 7. 商工費 (項)1 ‐商工費

2‐商工振興費 307,864 66,336 374,200 53,066

,

ー

3 13,267 1. 報酬 588 商工振興対策事業 66,336

人事課 114

‐社会保険料 114

商工振興課 66,222

一般事務員報酬 588

会計年度任用職員通勤費用弁償 40
消耗品費 50
通信運搬費 44
南島原市事業応援支援金 65,500

4. 共済費 114

8‐旅費 40

10. 需用費 50

11. 役務費 44

18.負担金補助及

び交付金
65,500

3. 観光費 242,
ー
778 30,495 273,273 24,396

ー

6,099 IQ 需用費 - 165 観光情報発信事業 30,495

観光振興課 30,495

印刷製本費 165
広告料 330

誘客促進負担金 30,000

11. 役務費 330



単位 :千円(款 ) 7‐商工費 (項 )1. ・商工費

18‐負担金補助及

び交付金
30,000

‐ ー
.

計 664,362 96,831 761,193 77,462 3 19,366

ー 5 ー
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給 与 費 明 細 書
1 一般職

区 分
職員数
(人)

給 与 費
共済費 合‐計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計

補正後
( 1 )

1,073
598,313 1,657,248 1,369,616 3,625,177 714,214 4,339,391

補正前
( 1 )

1,071
597,725 1,657,248 1,369,616 3,624,589 714,100 4,338,689

比 較
( 0 )

2
588 O O 588 114 702

職員手当
の内訳

区 分 扶養・手当 住居手当 管理職手 当
特殊勤務
手 当 通勤手当

時間外
手 当
夜 間
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当

‐単身赴任
手 当 地域手当 退職手当

補正後 74,304 32,381 32,798 O 29,922 145,433 786 O 444,811 287,224 O 151 3,21,806

補正前 74,304 32,381 32,798 O 29,922 145,433 786 O 444,811 287,224 ・ O 151 321,806

比 較 O O O O O O ′ O ‐ O O
‐
, O O O O

単位 :千円



備考
ア 会計年度任用職。 外の

区 分
職員数
(人 ).

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計
補正後 ( 1 )

420 1,657,248 1,317,901 2,975,149 610,310 3,585,459

補正前 ( 1 )

420
1,657,248 1,317,901 2,975,149 610,310 3,585,459

・

比 較 ( 0 )

O
O O O O O

職員手当
の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手 当
特殊勤務
手 ▲ 当 通勤手当

時間外
手 当
夜 間
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当

単身赴任
手 当 地域手当 退職手当

補正後 74,304 32,381 32,798 O 29,922 145,433 786 ‐ O ‐ 393,096 287,224 151 321,806

補正前 74,304 32,381 32,798 ‐ O 29,922 145,433 786 O 393,096 287,224 151 321,806

比 較 O O O O O O O O O O O O O

備考 1この表は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員 (事業費支弁に係る職員を含む) で予算の積算となったものについて記載しております。

2 0内は、短時間勤務職員について外書きで記載しております。

区 分 職員数
(人)

給 与 費 共済費 合 計 ‐備 考
報 ・酬 給 料 職員手当 計

補正後 653 598,313 51,715 650,028 103,904 753,932

補正前 651 597,725 51,715 649,440 103,790 753,230

比 較 2 588 O 588 114 702

△

職員手当
の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手 当
特殊勤務
手 ・ 当 通勤手当

時間外
手 当
夜 間
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当

単身赴任
手 当 地域手当 退職手当

補正後 ー 51,715

補正前
/

51,715
.

‐

比 較
・

O

備考 1この表は報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員 (事業費支弁に係る職員を含む) で予算の積算となったものについて記載しております。
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区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 . 備 考

給 料 ,O

′

‐ . ・ ‐

,

・
′ -

・

.
‐ .

報酬 588

その他の増減分 588人員増によるもの

・′ ・

竪 O

、

′

単位 :千円2 ミ- 、′、 、 、′ の 。 の



令和 4年度南島原市一般会計補正予算 (第 1号)(案)の概要

令和 4年 3月 17 日

南島原市総務部財政課
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◎令和 4年度 第 1号補正予算 (案) の概要

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症の拡大により影 その結果、令和 4年度第 1号補正予算の総額は、

響を受けた事業者に対する事業復活応援事業に要する経費を計上 一般会計 1億 5,3 4 5万 1千円′ - ‐
・

いたしました。 で、これを現計予算と合算すると、

また、誘客プロジェクト事業に要する経費、配合飼料価格安定 一般会計 2 9 7億 2,5 5 9万 9千円

基金積立金制度加入促進事業に要する経費などを計上いたしまし となります。

た 。
-
-

、
'

これを令和 3年度・6月補正後予算と比較すると、

一般会計 5億 8, 9 8 6 万 3 千円の減

① 事業復活応援事業に要する経費 1億 5 4 3万 6千円 となり、伸び率は、

② 誘客プロジェク ト事業に 要する経費 3, ‐o 4 9 万 5 千円 一般会計 1.9% の減
‐

③配合飼料価格安定基金積立金制度加入促進事業に要する経費 となっています。

1, 7 5 2 万円



2

新型コ□ナウイルス対策関連経費

区分 件数 予算額 国費 県費 地方債 その他 一般財源

事業継続支援 2 122,956 98,362 .

、、

3 24,591

経済支援 イー 30,495 .24,396 6,099

合 計 3 153,451 122,758 0 0 ‐ 3 30,690

◆事業継続支援に要する経費 122,956 千円
① 事業復活応援事業 105,436 干円
市内に住所を有する個人事業主又は主たる事務所を有する法人のうち、令和
3 年 11 月から令和 4 年 3 月のいずれかの月の売上高が、平成 30 年 11
月から令和 3 年 3 月までの間の任意の同じ月の売上高と比較して 20% 以

上減少した事業者に対し、南島原市事業応援支援金を支給する。(※但し、

営業時間短縮要請協力金受給者は対象外)
〈支援金額 (事業所当たり上限額)〉
減少率 20% 以上 30% 未満 法人 30 万円、個人 20 万円
減少率 30% 以上 50% 未満 ′ 法人 10 万円、個人 5万円
減少率 50% 以上 法人 20 万円、個人 10 万円

(※国の事業復活支援金と併給可。)

〈事業費〉
商工業 対象事業者数 400 件
事業費 66,336 千円 (うち事務費 836 千円)

農林業 対象事業者数 100 件
.事業費 21,000 千円

水産課 対象事業者数 107 件
事業費 18,100 千円

②配合飼料価格安定基金積立金制度加入促進事業・17,520千円
家畜飼料が高騰している状況の中で畜産業の安定的発展を図るため、補て
ん金積み立ての一部を補助することにより、配合飼料価格安定制度への加
入を推進する。
〈対象者〉
市内に住所を有する個人事業主又は主たる事務所を有する法人のうち、
配合飼料価格安定制度に加入する事業者。
〈補助対象及び禰助金額等〉
補助対象 :配合飼料価格安定基金積立金
補助率及び補助金額:積立金の1/2( 但し200 円/t を上限とする)。

◆経済支援に要する経費 30,495 千円
語客ブ□ジェクト事業‐30,495 千円 -

新型コ□ナウイルス感染症の拡大により影響を受けた観光産業を支援する
ため、市内の旅館・ホテル等の宿泊施設における現地払いの宿泊費 (オプ
ション代 '入湯税を除く)の一部を補助し、また、観光客等に対し市内事業
所で利用可能なクーポン券を支給することにより、地域経済の活性化を図
る 。 ‐

〈補助対象及び補助金額等〉 -
補助対象 :宿泊施設における現地払いの宿泊費 (オプション代・入湯税

補助率等
を除く)

-
、

①宿泊費の 1/2( 但し2,000 円/泊を上限とする)。
②市内事業所で利用可能なクーポン券「,000 円分/泊。



◎令和4年度南島原市補正予算 (案)の総額

会計別補正予算内訳表

. -

.

・
令和4年度

現計予算額

A

令和4年度

補正予算額
.(案 )

B

- 令和 4年度

補正後予算額

C(A+B)

-令和 3年度

6月補正後予算額

D

増減額

E(C ー D)

増減率

(E/D)

補正予算の主な内容

一般会計 ①

重 点

そ の 他

公 債 費

29,572,148 153,451 29,725,599 30,315,462 ▲ 589,863 ▲ 1.9

事業応援支援事業 105,436
〔商工業 66,336 、農林業 21,000 、水産業 18,100〕
調各プロジェク ト事業 30,495
配合飼料価格安定基金積立金制度加入促進事業 17,520

重 点 2,753,822 O 2,753,822 2,813,181 」L 59,359 ▲ 2‐1

そ の 他 23 969,188 153,451 24,122,639 24,648,016 」L 525,377 ▲ 2.1

公 債 費 2,849,138 O 2,849,138 2,854,265 ▲ 5,127 ▲ 0‐2

国民健康保険事業特別会計 8,065,838 O 8,065,838 8,030,691 35,147 0‐4

・

後期高齢者医療特別会計 757,941 O 757,941 697,646 60,295 8.6

特別会計合言=▲② 8,823}779 O 8,823,779 8,728,337 95,442 1..I
‐

水道事業会計 1,946,095 O 1,946,095 1,901,937 44,158 2‐3 .
▼ 、

下水道事業会計 872,896 O 872,896 866,609 - 6,287 0.7 ノ

企業会計合計 ③ 2,818,991 O 2,818,991 2,768,546 50,445 1‐8

合計 (①+②十③) ‐41,214,918 153,451 41,368,369 41,812,345 」L 443,976 ▲ 1.1

(単位

企業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額となります。

3
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◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第 1号)( 案) 歳入内訳

年 度

款 別

令和4年度
現計予算額

① 構成比

令和 4年度
補正予算 (第 1号)
(案)
② 構成比

令和 4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率

補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

③ー④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 ⑤/④構成比

1市 税 3,312,206 11.2 3,312,206 11.I 3,261,351 10‐8 50,855 1.6

2地 方 譲 与 税 263,362 0.9 263,362 0.9 238,284 0.8 25,078 10.5

3 利 子 ′割 交 付 金 1ゞ 800 0.0 1,800 0.0 2,000 、 0.0 ▲ 200 ▲ 10.0 ・

4配 当 割 交 付 金 - 8,000 0.0 、 8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0

5株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.0 7,000 0‐0 7,000 0.0 0 0.0

6法 人 事 業 税 交 付 金 25,000 0.1 25,000 0.I 7,600 0.0 17,400 皆増
'

. ‐

7地 方 消 費 税 交 付 金 1,048,000 3.5 、

.

1,048,000 3.5 910,000 3.O 138,000 15‐2

8ゴル フ場利用税交付金 5,000 0.0 5,000 0.0 5,000 0‐0 0 0.0

9環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 0.I 15,000 0.1 11,000 0‐0 4,000 36.4
・

10地 方 特 例 交 付 金 14,000 0.I 14,000 0‐0 41,228 0‐2 ▲ 27,228 ▲ 66.O ′
ー

11地 方 交 付 税 12,500,000 42.3 ▼
・ 12,500,000 42 ‐1 12,100,000 39‐9 400,000 3.3

ー

12交通安全対策特別交付金 4,000 0.0
・

4,000 0‐0 4,000 0.0 0 0‐0

13分 担 金 及 び 負 担 金 65,980 0.2 ・ 65,980 0‐2 63,150 0.2
ー
2,830 4.5

14使 用 料 及 び 手 数 料 496,217 1.7 496,217 1.7 520,634 1.7
＼
」L 24,417 ▲ 4‐7

15国 庫 支 出 金 4,356,804 14.7 122,758 8Q O 4,479,562 15.I 4,052,853 13.4 426,709 10.5 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金122,758

16県 支 出 金 2,655,618 9.O 2,655,618 8.9 2,976,036 9.8 」L 320,418 ▲ 10.8

17財 産 収 入 35,160 0.I 35,160 0.I 37,737 0‐I ▲ 2,577 ▲ 6.8 .

18寄 附 金 701,351 2.4 701,351 2‐4 1,021,503 3‐・4 ▲ 320,152 ▲ 31.3 ・

19繰 入 金 1,090,556 3.7 30,690 20.O 1,121,246 3.8 1,692,741 5‐6 ▲ 571,495 ▲ 33.8 財政調整基金繰入金30,690

20繰 越 金 I 0.0 ・ I 0‐0 ー I 0.0 0 0.0

21諸 収 入 247,493 0.8 3 247,496 0‐8 316,04L4 1.I 」L 68,548 ▲ 21.7 雇用保険料個人負担分3

22市 債 2,719,600 9.2 2,719,600 9‐2 3,039,300 10.0 」L 319,700 ▲ 10.5 .

合 計 29,572,148 100.0 153,451 100 ‐0 29,725,599 100‐0 30,315,462 ・ 100.0 」L 589,863 ▲ 1‐9 ′



◎令和 4年度 一般会計補正予算‐(第 1号)( 案) 歳出目的別内訳

年 度

款 別 ‐

令和 4年度
現計予算額

① 構成比

令和 4年度
補正予算 (第 1号)
(案)
② 構成比

令和4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率
補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 構成比 ⑤/④

1議 会 費 214,368 0.7 0‐0 214,368 0.7 193,845 0.6 20,523 10.6
‐

.

2総 務 費 3,919,267 13.3 0.0 3,919,267 13.2 3,981,053 13‐1 ▲ 61,786 ▲ 1.6

1 、

3民 生 費 10,282,271 34.8 0.0 10,282,271 34.6 10,371,112 34‐2 ▲ 88,841 ▲ 0.9 、

.

4衛 生 費 2,767,448 9.4 0‐0 2,767,448 9.3 2,738,397 9..O 29,051 1‐I

・

5労 働 費 533 0.0 0.0 533 0‐0 533 0‐0 0 0‐0

6農 林 水 産 業 費 1,846,585 6.2 56,620 ・ 36.9 1,903,205 6.4 2,037,387 6.7 ▲ 134,182 ▲ 6.6
事業応援支援事業 (農林業)21,000
事業応援支援事業 (水産業)18,100
配合飼料価格安定基金積立命絹1度加入促進事業17,520

7商 工 費 664,362 2.3 96,831 63.1 761,193 2‐6 739,506 -2‐4 21,687 2.9
事業応援支援事業 (商工業)66,336
誘客プロジェクト事業 30,495

8 土 . 木 費 3,206,383 10.8 0.0 3,206,383 10.8 2,411,095 8‐O 795,288 33‐O

9消 防 費 1,336,137 4.5
-

-

0.0 1,336,137 4.5 1,269,865 4.2 66,272 5.2

10教 育 費 2,363,892 8.O 0‐0 2,363,892 7.9 3,593,383 11‐9 ▲ 1,229,491 ▲ 34‐2
′

11災 害 復 旧 費 71,764 0.2 ‐0.0 71,764 - 0.2 75,021 0.3 ▲ 3,257 ▲ 4‐3
、

12公 債 費 2,849,138 - 9‐6 0‐0 2,849,138 9.6 2,854,265 9.4 ▲ 5,127 ▲ 0.2

13予 備 費 50,000 0.2 0.0 50,000 0.2 50,000 0‐2 0 0‐0

合 計 29,572,148 100‐0 153,451 100‐0 29,725,599 1OQ.O 30,315,462 100.0 」L 589,863 ▲ 1‐9

:千 円、

5
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◎令和4年度 一般会計補正予算 (第 1号)( 案) 歳出性質別内訳

年 度

性質別

令和4年度
現計予算額

① 構成比

令和4年度
補正予算 (第1号)
(案)

② 構成比

令和4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率
補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

.
・

③ー④ ⑤ ⑤/④構成比 ⑤/④構成比 構成比 構成比

1人 件 ・ 費 4,632,205 15.7 ′ 702 0.5 4,632,907 15.6 4,570,574 - 15 ‐I 62,333 ‐ 1.4 事業応援支援事業 (商工業)事務費702

2物 件 費 4,034,284 13.6 629 0.4 4,034,913 13.6 4,039,506 13.3 ▲ 4,593 ▲ 0.1
事業応援支援事業 (商工業)事務費134
誘客プロジェクト事業事務費495

3維 持 補 修 費 30,535 0.1 0.0 30,535 0.I 32,333 0.1 ▲ 1,798 ▲ 5.6

4扶 助 費 6,091,140 20.6 0.0 6〉091,140 20.5 6,132,172 20.2 ▲ 41,032 ▲ 0.7
・

5補 助 費 等 ・ 4,459,211 ‐ 15.I 152,120 99.1 4,611,331 15.5 4,756,149 15‐7 ▲ 14←4,818 ▲ 3‐O
事業応援支援金 104,600( 商工業 65,500、農林業
21,000、水産業 18,100) 、誘客促進負担金 30,000、配合
飼料価格安定基金積立金制度加入補助金17,520

6普 通 建 設 事 業

(1)補 助 事 業

(2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

4,335,905 14.7 0 0.0 4,335,905 14.6 4,653,316 15‐4 ▲ 317,411 ▲ 6.8 ′

(1)補 助 事 業 2,441,209 8.3 0.0 2,441,209 , 8.2 1,761,276 5‐8 679,933 38‐6 ・

(2)単 独 事 業 1,751,185 5‐9 0.0 1,751,185 5.9 2,697,887 8.9 ▲ 946,702 ▲ 35.1

(3)県営事業負担金 143,511 0‐5 0‐0 143,511 0.5 194,153 0.7 ▲ 50,642 ▲ 26.1 .
・

7災 害 復 旧 費

(1)補 助 事 業

(2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

71,764 0.2 0 0.0 71,764 0.2 75,021 0.2 ▲ 3,257 ▲ 4.3 ・

(1)補 助 事 業 0.0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -
・

(2)単 独 事 業 71,764 . 0.2 0.0 71,764 0.2 75,021 0‐2 ▲ 3,257 ▲ 4‐3 '

(3)県営事業負担金 、 0.0 ・ 0.0 0 0.0 ′ 0 0.0 0 0‐0
.-

8 公 ・債 費 2,849,138 9.6 ・ 0.0 2,849,138 9.6 2,854,265 9.4 ▲ 5,127 ▲ 0‐2

9積 立 金 362,623 1.2
・

0.0 362,623 1.2 523,643 1.7 ▲ 161,020 ▲ 30.7

10投資及び出資金 0 一 0.0 0.0 0 0.0 10,000 0‐0 ▲ 10,000 皆減 ・

11貸 付 金 25,000 0.1 0.0 25,000 . 0.I 25,000 0.I 0 0‐0

12繰 出 金 2,630,343 8‐9 0‐0 2,630,343
.
8.8 2,593,483 8.6 36,860 1‐4

13予 備 費 50,000 0.2 . 0‐0 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0
‘

合 計 29,572,148 100.0 153,451 100.0 29,725,599 100.0 30,315,462 100.0 ▲ 589,863 ▲ 1.9 、
、



令和4年度 南島原市一般会計補正予算 (第 1号)(案)

主な計上事業の概要
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農林水産業費 P4

農業振興事業

農林水産業費 P4

畜産振興支援事業

1補正の理由一l 1補正の理由 l
家畜飼料の高騰により影響を受けている畜産農家を支援するため。

1 補正予算の内容 l

〔事業概要〕
家畜飼料が高騰している状況の中で、畜産業の安定的発展を図るため、基金積立
金の一部を補助することにより、配合飼料価格安定基金制度への加入を推進する。
〔補助率及び補助金額〕
配合飼料価格安定基金積立金の 1/2( 但し、200円/t を上限とする。)

1 補正予算事業費 l
(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源

17,520 14,016 3,504

飼料価格高騰対策事業費補
助金 17,520

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 14,016

新型コロナウイルス感染症の影響により、基準年の同月と比較して 20%以上減収とな
った事業者を支援するため。

1 補正予算の内容 l

〔支援金額〕
減収率 20%以上 30%未満 法人 30万円・個人 20万円
減収率 30%以上 50%未満 法人 10万円・個人 5万円
減収率 50%以上 法人 20万円・個人 10万円
(※但し、国の事業復活支援金と併用受給が可能だが、営業時間短縮要請協力金
受給者は対象外。)

〔補正予算内訳〕
南島原市事業応援支援金 21,000千円 (100事業所)

1 補正予算事業費 l
(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源、-

21,000 16,800

・

. 4,200

事業応援支援金 21,000

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 16,800

r 事業費の推移 l
(単位 :千円)

現計予算額 ′ 補正額 補正後の予算額

1,188 .21,000 22,188

1事業担当課 1 農林課

1 事業費の推移 l
(単位 :千円)

現計予算額 補正額 補正後の予算額

801 17,520 18,321

1事業担当課 1 農林課



農林水産業費 P4

水産業振興費

商工費 P4

商工振興対策事業

1補正の理由 l
新型コロナウイルス感染症の影響により、基準年の同月と比較して 20%以上減収とな・
った事業者を支援するため。-

1 補正予算の内容 l

〔支援金額〕
減収率 20%以上 30%未満 法人 30万円・個人 20万円
減収率 30%以上 50%未満 法人 10万円・個人 5万円
減収率 50%以上 法人 20万円・個人 10万円
(※但し、国の事業復活支援金と併用受給が可能だが、営業時間短縮要請協力金
受給者は対象外。)

〔補正予算内訳〕
南島原市事業応援支援金 18,100千円 (107事業所)

ー補正予算事業費 l
(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源

18,100 14,480

‐

・

、 3,‐620

事業応援支援金 18,100

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 14,480

1補正の理由 l

新型コロナウイルス感染症の影響により、基準年の同月と比較して 20%以上減収とな
った事業者を支援するため。

1 補正予算の内容 l

〔支援金額〕
減収率 20% 以上 30%未満 法人 30万円・個人 20万円
減収率 30%以上 50%未満 法人 10万円・個人 5万円
減収率 50%以上 法人 20万円・個人 10万円
(※但し、国の事業復活支援金と併用受給が可能だが、営業時間短縮要請協力金
受給者は対象外。)

〔補正予算内訳〕
南島原市事業応援支援金 65,500千円 (400事業所)
事務費 836-千円

1 補正予算事業費 l
(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
ー 国費 県費 市債 その他 一般財源、

66,336 53,066
・

、
‐

3 13,267

事業応援支援金 65,500、事

務員報酬 588、社会保険料

114 など

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 53,066

雇用保険料個人負担金 3

L 事業費の推移」
(単位 :千円)

現計予算額 補正額 .補正後の予算額

1,739 18,100 19,839

1事業担当課 1 水産課

1 事業費の推移 i
(単位 :千円)

現計予算額 補正額 補正後の予算額

・ 140,692 66,336 207,028

ー事業担当課 1 商工振興課、人事課

9
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商工費 P4~5

観光情報発信事業

1補正の理由 l

新型コロナウイルス感染症の影響により、低迷している観光産業を支援するため。

ー補正予算の内容 l

〔事業概要〕
観光誘客及び地域経済の活性化を図るため、市内の旅館・ホテル等宿泊施設にお
ける現地払いの宿泊費 (オプション代・入湯税を除く) の一部を補助し、加えて
市内事業所で利用可能なクーポン券を支給する。
〔補助対象及び補助金額等〕
補助対象 :宿泊施設における現地払いの宿泊費 (オプション代・入湯税を除く)

10,000 泊分。

①宿泊費の 1/2( 但し、2,000円/泊を上限とす
②市内事業所で利用可能なクーポン券 1,000円/泊

補助率等 :①宿泊費の 1/2( 但し、2,000円/泊を上限とする。)

1 補正予算事業費 l
(単位 ;千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源、

30,495 24,396 6,099

誘客促進負担金 30,000、広

告料 330、クーポン券印刷製

本費 165

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 24,396

1 事業費の推移 1
(単位‐:千円)

現計予算額 補正額 補正後の予算額

102,864 3α495 133,359

1事業担当課 1 観光振興課



報告第 3号

専決処分の報告について

(損害賠償の額の決定について)

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 18 0条第 1項の規定に基づき、

別紙のとおり専決処分したので、同条第 2項の規定によりこれを報告する。

令和 4年 3月 17 日提出

南島原市長 松 本 政 博



専決第5号

専 決 処 分 書

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号)第 18 0条第 1項の規定に基づき、議

会の議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分す
る 。 .

-

令和 4年 2月 2 5日

南島原市長 松 本 政 博

損害賠償の額の決定について

南島原市は、次により損害を賠償するものとする。

1 貝計賞の理由

令和 3年 12 月 14 日午後 2時 9分頃、用務を終え国道 2 51 線を加津佐

方面から有家庁舎に帰庁中、考え事をしていたため、南島原市南有馬町甲 1

2 7 0番地先路上、浦上病院前の直線から右カーブに入る付近で、力」ブに

気づくのが遅れ、ガードレールに追突し、公用車及びガードレールを破損し

た事故について、損害賠償の額を決定する必要があるもの。

2 賠償の金額
2 3 5,4 0 〇円

3 事故の責任割合
市 10 0% ・ 相手方 0%

4 賠償する相手方
1

(
b

所管課
農林水産部水産課
公用車修繕料 ,

廃車 (残存価額 6 0万円)

5



報告第4号

専決処分の報告について

(損害賠償の額の決定について)

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 18 0条第 1項の規定に基づき、

別紙のとおり専決処分したので、同条第 2項の規定によりこれを報告する。

令和 4年 3月 17 日提出

南島原市長 松 本 政 博



専決第6号

専 決 処 分 書

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 18 0条第 1項の規定に基づき、

議会の議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処

分する。

令和 4年 3月 9日

南島原市長 松 本 政 博

損害賠償の額の決定について

南島原市はゞ次により損害を賠償するものとする。

1 賠償の理由

令和,2年 9月 9日午前 10 時 2 5分頃、南島原市深江町戊 3 2 4 3番地

の南島原市立大野木場小学校 5年生学級園横通路を移動中、水稲の倒伏防

止を目的とした柵を固定するために張られていたロープに引っ掛かり、前

のめりに転倒し、頭部を強打した事故について、損害賠償の額を決定する

必要があるもの。

(
乙 賠償の金額
3 2, 5 6 8 円

3 賠償する相手方


